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国内クレジットの現状と将来 

2013年2月 
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国内クレジット制度は、京都議定書目標達成計画（平成20年3月28日閣議決定）において規定されている、大企業等
による技術・資金等の提供を通じて、中小企業等が行った温室効果ガス排出削減量を認証し、自主行動計画や試行排
出量取引スキームの目標達成等のために活用できる制度です。平成20年10月に政府全体の取組みとして開始されまし
た。 中小企業のみならず、農林（森林バイオマス）、民生部門（業務その他、家庭）、運輸部門等における排出削減
も広く対象としています。 

国内クレジット制度とは 

※国内クレジット制度WEBサイトより転載 
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オフセット・クレジット(J-VER)制度とは 

「オフセット・クレジット(J-VER)」プロジェクトを計画し、環境省による「カーボン・オ
フセットに用いられるVER(Verified Emission Reduction)の認証基準に関する検討会」の議論
におけるオフセット・クレジット(J-VER)制度に基づいた妥当性確認・検証等を受けること
によって、信頼性の高い「オフセット・クレジット(J-VER)」プロジェクトとして認証を受
け、クレジットが発行される制度です。  

 オフセット・クレジット(J-

VER)の創出は結果的に、国内

におけるプロジェクトベース
の自主的な排出削減・吸収の
取組を促進することになり、
国民運動として進めている
「低炭素社会形成」を促す原
動力となります。 
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国内クレジット制度登録案件数（5年間累計） 

事業計画書提出済みプロジェクト数 1638件 

うち、登録されたプロジェクト数 1267件 

国内クレジットとして発行されたプロジェクト数 1186件 

登録されたプロ
ジェクトのうち 

 

93.6％が温室効果
ガス削減を実際に
達成し、かつ認証
手続きを実施した
ことを意味する。 



SMART ENERGY*** 

5 

国内クレジットの発行・償却 

 

2013年1月における償却実績 

 

  自主行動計画温対法 100,985トン 

  CSR・オフセット  152,927トン 

  合計        253,912トン 

 

2013年1月における発行実績 

 

  1,267件のプロジェクトが発行を受けている 

 

  その合計数量  652,343 トン 
  

   

発行されたクレジットのうち 

 38.9％がすでに償却された 

発行を受けたクレジットは65.2万トンであり、次回の第20回認証委員
会では相当数のプロジェクトが認証を受ける予定。 
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方法論番号 方法論名称 

001 ボイラーの更新 

001-A ボイラーの新設 

002 ヒートポンプの導入による熱源設備の更新 

002-A ヒートポンプの導入による熱源設備の更新（熱回収型）） 

002-B ヒートポンプの導入による熱源設備の新設 

002-C ヒートポンプの導入による熱源設備の新設（熱回収） 

003 工業炉の更新 

004 空調設備の更新 

004-A フリークーリングの導入 

004-B バイオマスを燃料とするストーブの新設 

004-C 空調設備の新設 

004-D バイオマスを燃料とするストーブへの更新 

005 間欠運転制御、インバーター制御又は台数制御によるポン
プ・ファン類可変能力制御機器の導入 

006 照明設備の更新 

006-A 照明設備の新設 

007 コージェネレーションの導入 

007-A コージェネレーションの新設 

008 太陽光発電設備の導入 

009 温泉熱及び温泉排熱のエネルギー利用 

010 変圧器の更新 

011 コンセント負荷制御機器の導入 

012 溶融炉におけるコークスからバイオマスへの切り替え 

013 外部の高効率熱源設備を有する事業者からの熱供給への切
り替え 

014 回収した未利用の排熱を利用した発電設備の導入 

15 系統電力受電設備等の増設による自家用発電（発電専用機によるも
の）の代替 

016 太陽熱を利用した熱源設備の導入 

016-A 太陽熱を利用した熱源設備の新設 

017 小規模水力発電設備の導入 

018 回収した未利用の排熱を供給する蓄熱システムの導入 

018-A 回収した未利用の排熱への熱源の切り替え 

 

019 雪氷融解水のエネルギー利用 

020 電気自動車への更新 

020-A 電気自動車の新規導入 

021 自動販売機の更新 

022 冷凍・冷蔵設備の更新 

022-A 冷凍・冷蔵設備の新設 

023 風力発電設備の導入 

024 蓄電池で駆動する船舶への更新 

025 ポンプ・ファン類の更新 

026 電動式建設機械・産業車両への更新 

026-A ハイブリッド式建設機械・産業車両への更新 

027 工作機械の更新 

028 化石燃料からバイオディーゼル燃料への切り替え 

028-A 化石燃料からバイオガスへの切り替え 

028-B 化石燃料からバイオエタノールへの切り替え 

029 プレス機械の更新 

030 自家用発電機の更新 

030-A バイオマスを燃料とする自家用発電機の新設 

031 テレビジョン受信機の更新 

032 射出成形機の更新 

033 豚への低タンパク配合飼料の給餌 

034 家畜排せつ物の管理方法の変更 

035 乾燥設備の更新 

036 マグネシウム溶解鋳造用カバーガスの変更 

037 麻酔用一酸化二窒素回収・分解システムの導入 

038 天然ガス自動車への更新 

038-A 天然ガス自動車の新規導入 

039 印刷機の更新 

040 共同配送への変更 

042 サーバー設備の更新 

043 節水型水まわり住宅設備への更新 

043-A 節水型水まわり住宅設備の新設 

044 外部データセンターへのサーバー設備移設による空調設備の効率化 

045 地中熱を利用した熱源設備の導入 

045-A 地中熱を利用した熱源設備の新設 

046 蒸気駆動コンプレッサーへの更新 

47 微生物活性剤による汚泥減容 

48 再生可能エネルギー熱を利用した発電設備の導入 

国内クレジット排出削減方法論 



SMART ENERGY*** 

7 



SMART ENERGY*** 

8 

 JVER制度 

登録されたプロジェクト  245件 

発行されたクレジットトン数 不明 

 
 

 

 名称 方法論 年間削減量 登録番号 

H25.1.23 
 

岩手県沿岸地域における震災がれ
き再資源化による復興プロジェク
ト 

E025 8,892 245 

H25.1.23 
北海道・尺別山林の森づくりプロ
ジェクト 

R001 623 244 

H25.1.23 

広島県県有林における間伐促進プ
ロジェクト 

R001 78 243 
～備北水源の森 森林吸収プロジェ
クト～ 

H24.12.21 
米川生産森林組合有林間伐促進森
林吸収プロジェクト 

R001 514 242 

最新のJVER登録プロジェクト 
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E001※ 化石燃料から未利用の木質バイオマスへのボイラー燃料代替 

E002※ 化石燃料から木質ペレットへのボイラー燃料代替 

E003 木質ペレットストーブの使用  

E004※ 廃食用油由来バイオディーゼル燃料の車両等における利用 

E005※ 下水汚泥由来バイオマス固形燃料による化石燃料代替 

E006※ 排熱回収・利用 

E007 薪ストーブにおける薪の使用  

E008※ 情報通信技術を活用した、輸送の効率化による燃料消費量削減 

E009※ 情報通信技術を活用した、検針等用車両による燃料消費量削減 

E010※ 照明設備の更新 

E011※ ボイラー装置の更新・燃料転換 

E012※ 空調設備の更新 

E013※ フリークーリング及び外気導入による空調の省エネルギー 

E014※ アイロン装置の更新 

E015※ 小水力発電による系統電力の代替 

E016※ コジェネレーション設備の導入 

E017※ ファン、ポンプ類の換装またはインバーター制御、台数制御機器の導入 

E018※ 廃棄物由来のバイオガスによる熱および電力供給のための化石燃料代替 

E019※ ヒートポンプの導入 

E020※ 古紙廃プラ固形燃料(RPF)の製造・利用 

E021※ 熱分解による廃棄物由来の油化燃料・ガス化燃料の利用 

E022※ 廃棄物処理施設における熱回収による廃棄物のエネルギー利用 

E023※ デジタルタコグラフの装着によるエコドライブ 

E024※ 太陽光発電による系統電力の代替 

E025※ 石炭から未利用 のバイオマスへのセメントキルン燃料代替 

 

JVERの方法論 

は39種類 
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 国内クレジット制度とJVER制度のプロジェクト開拓 

国内クレジット JVER 

プロジェクト実施
者 

学校、病院、中小企業者
が多い 

自治体や林業公社、森林所有
企業、大学が目立つ 

省エネは中小企業が多い 

プロジェクトを開
発する者 

ソフト支援機関が開拓 

全国の経済産業局 

事務局メンバーが開拓 

自治体の森林関連部署 
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2013年4月から新クレジット制度へ 

（１）国内クレジット制度とＪ－ＶＥＲ制度の統合の重要性 

国内クレジット制度とＪ－ＶＥＲ制度は、異なる目的の下、別々の制度
として開始したが、両制度の活用機会の増加に伴い、方法論の内容等で
共通する部分が増えてきているほか、国内クレジット制度もＣＳＲ活動
やカーボン・オフセット目的に活用されるようになる等、活用目的も近
接するようになった。 

このため、制度に参加しようとする事業者等にとっては、クレジットを
創出する制度が併存していることにより、どちらの制度を利用すべきか
分かりにくいという状況が存在している。 

こうした分かりにくい状況を解消し、活性化を図るうえで、2013 年以
降のクレジット制度の継続に当たっては、両制度を統合すべきである。 



SMART ENERGY*** 

12 

新制度の考え方 

制度の対象者 経団連の低炭素社会実行計画の実施会社の削減分まで認証
対象とすべきか（大企業CO2をクレジットとするか） 

共同実施者 中小企業と大企業とが共同でCO2削減を実施するという建
前を捨て、プロジェクト実施段階では買い手不要とする。 

計算の正確性 ＩＳＯを視野に入れた制度設計や信頼性の高いＭＲＶ手法
の確立が必要である。また、ISO14065 の認定を審査機関
の要件とする 

ダブルカウン
トについて 

新制度に対する信頼性の確保が不可欠であり、１つのプロ
ジェクトにより得られたクレジットが二重に使用される等
のダブルカウントが生じることがないよう、現行の両制度
で採られている措置を踏まえながら、適切な措置を検討 

クレジットの
活用先 

現行の活用先は維持される制度とすべき 

、低炭素社会実行計画の参加者が創出したクレジットや、
森林吸収プロジェクト由来のクレジットについては、これ
らを大企業等の削減目標達成に用いた場合、ダブルカウン
トの問題が生ずる 
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新制度の考え方（続） 

方法論及び対象
プロジェクト 

設備の新設に関
する方法論に 

設備の新設に関する方法論も認めるべき 

追加性判断・ポ
ジティブリスト
方式 

新制度においては、円滑な審査手続を実施するため、これ
までの実績を生かし、投資回収年数が長い設備について
は、個別プロジェクトごとの投資回収年数の判断をせずに
追加性を認めるポジティブリスト方式を採用すべきであ
る。ポジティブリストに掲載されていない方法論について
は、従来どおり個別プロジェクトごとの投資回収年数等に
より追加性を判断する。 

系統電力の排出
係数について 

移行限界電源方式（一定の移行期間を設定したうえで、限
界電源排出係数及び全電源平均排出係数を併用する方式） 

承認前に開始さ
れたプロジェク
ト 

登録前に開始されたプロジェクトについても、2013年４月

１日以降に開始されたプロジェクトについては、当該プロ
ジェクトの登録を可能とする 
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新クレジット制度のQ&A 

質問 回答 

新クレジット制度の概要は、いつ頃分かりますか？ま
た、クレジット制度の運用は、いつ始まるのですか？ 

新クレジット制度の概要は、 2013年1月以降を目
途に公開する予定です。  
運用は2013年4月から開始いたします。 

新クレジット制度の名前は、どうなりますか？ 現在検討中です 

J-VERの申請はいつまでできるのでしょうか？ 登録は間もなく終了します。2012年度末までの削
減・吸収量の認証に対しては、2013年度上半期ま
でJ-VER認証委員会の開催を予定しています。 

発行済みのJ-VERは、新クレジット制度開始後はどう

なるのですか？ 

2020年度末が有効期限となる見込みです。 

新クレジット制度開始後は、クレジットの値段はどう
なるのですか？ 

クレジットの取引は、従来どおり相対取引となりま
す。市場の動向によって変化するものと考えられま
す。 

認証基準等はどうなるのでしょうか？ ISO14064規格に準拠し、 J-VER制度と同程度の基

準となる見込みです。 

手続きはJ-VER制度に比べ簡素化されるのでしょう

か？ 
申請書類等の見直しを行い、簡素化されるよう調整
中です。 

方法論の公開はいつになりますか？ 年明け以降早い時期に公開をする予定です。 

妥当性確認・検証は、どのような機関が担当するので
すか？ 

ISO14065認定取得機関となる予定です。一方、こ
れからISO14065認定取得を目指す機関もあること

から、要件などの詳細は決まり次第御案内いたしま
す。 

カーボンオフセットフォーラムWEBサイト ＊環境省により設立された、カーボン・オフセットに関する公的組織 


